
阿波市全庁評価シート　令和４年度実施事業対象

Ｎｏ． 25 － 1 9

元 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

3 4 5

款 7 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 商工振興事務 事務事業名 がんばる企業応援事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 令和5年6月6日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 川端成人 シート作成者名 鈴田真生

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ４．豊かで活力ある阿波 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （２）商工業の振興 １ 該当 令和 令和 期間設定なし

主要施策 （１）新規創業等の支援 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

市内中小企業者

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 市内中小企業者が積極的に取り組む事業を支援することにより、地域経済の健全な発展と市民生活の向上を図ります。

今年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
市内中小企業者が取り組む事業に対して、補助金の交付をすることで支援します。

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 令和

がんばる企業応援事業補助
金利用件数 件

目標
年度 令和 年度 令和 年度 最終目標

30 30 30 30
実績 26 33
目標

目標
実績

国 庫 支 出 金

実績

5

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

商工振興費
令和 3 年度決算 令和 4 年度決算 令和

4,000

県 支 出 金
地 方 債

計（Ａ） 3,927 3,603 4,000

その他特定財源 3,927 3,603

0

一 般 財 源

0.200 1,212
会計年度任用職員職種

正職員工数･経費 0.200 1,218 0.200

0 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 5,145 4,811 5,212

人件費（Ｂ）
1,208

会計年度任用職員工数･経費
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Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

市内中小企業者に対する支援
策が少ない中、本事業は事業者
の幅広いニーズにも応えること
ができ、さらには市の活性化、市
内産業振興につながるものであ
るため、今後も継続して取り組む
必要があります。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 市内の地域経済を発展させるた
めに、市内中小企業者への支援
をすることは非常に有効性の高
い取組です。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 利用事業者数は年々増加し、本
事業が浸透してきています。ま
た、目標には少し及ばないもの
の、毎年本事業を活用する新規
創業者が一定数おり、効果が表
れています。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 効率的に幅広く事業者の支援が
出来ています。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 4 Ａ 4 4 4 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

令和４年度における補助金の新規利用事業者は全体の約半数ですが、今後事
業を継続する上で新規利用者の数と割合が少なくなることが危惧され、如何に未
利用事業者に周知していくかが課題となります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

産業振興の基盤となる市内中小企業者等の様々な事業支援（創業・事業承継な
ど）を、今後も進めていきます。改革案

と実行
計画

定期的なホームページの更新や商工会へ周知依頼、チラシの配布など地道なＰ
Ｒ活動をしていく必要があります。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

3 4 5

款 7 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 14,887 14,873 14,878

人件費（Ｂ）
1,813

会計年度任用職員工数･経費

0.300 1,818
会計年度任用職員職種

正職員工数･経費 0.300 1,827 0.300

0

一 般 財 源 13,060 13,060

0

13,060
計（Ａ） 13,060 13,060 13,060

その他特定財源

県 支 出 金
地 方 債

商工振興費
令和 3 年度決算 令和 4 年度決算 令和 5

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

5
実績 6 9

創業者数 者
目標 5 5

2000
実績 2111 2061

経営指導員等による相談・指
導、講習会等の延べ件数 件数

目標 2000 2000

1000 1000 800
実績 725 738

年度 令和 年度 令和 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 令和

商工会会員数 事業者
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
阿波市商工会の運営補助

阿波市商工会の活動補助

商工業者の創業・経営支援

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

阿波市商工会

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 阿波市商工業の振興や創業・経営支援を担う商工会の運営・活動を支援する。

今年度

期間設定なし
主要施策 （２）商工会との連携 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ４．豊かで活力ある阿波 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （２）商工業の振興 １ 該当 平成 令和

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 令和5年6月6日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 川端　成人 シート作成者名 笠井　まゆみ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 商工振興事務 事務事業名 商工業等振興事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援
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委員会
指摘事項

当面の
課題

阿波市商工会の新規会員の獲得及び会員事業所の継続・活性化を図ることを目
的として、経営支援事業、創業支援事業及び地域振興事業等の事務がスムーズ
に図れるよう支援する必要があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

新型コロナウイルス感染症の流行や物価高騰などの社会情勢の変化により、市
内中小企業及び小規模事業者にとって非常に厳しい状況が続いており、今後に
おいても商工会の果たす役割は大変重要です。改革案

と実行
計画

各事業所が連携し、新しいアイデアなどを出し合い、魅力あふれる商工業の活性
化につながる支援を行います。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

4 4 4 Ａ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 4 4 Ａ 4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 商工業者の発展のためには、阿
波市商工会への補助金による支
援は必要です。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。
商工会では、市の補助金を活用しなが
ら、事業者に対する経営講習会や個別
相談会等を行い、経営に関する指導を
行っています。その中でも、新規創業者
や事業承継を目指す方を対象に創業セミ
ナーや個別相談を開催し、創業を予定し
ている方への手厚い支援が行えている。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。
コロナウイルス感染症の影響や物価高
騰の影響により商工業者が抱える課題
が多くなっている。そのため、商工会の存
在が大きくなっている状況である。また、
最近では新規創業を目指す方の相談が
増加しているため、新規会員の増加につ
ながっている。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

商工会の運営や商工会が行う経
営指導及び人材育成等を支援し
ていくことで、阿波市商工会の活
性化に寄与できる。

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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Ｎｏ． 25 － 3 9

30 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

3 4 5

款 7 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 500 574 634

人件費（Ｂ）
363

会計年度任用職員工数･経費

0.060 364
会計年度任用職員職種

正職員工数･経費 0.060 365 0.060

0

一 般 財 源 135 211

0

270
計（Ａ） 135 211 270

その他特定財源

県 支 出 金
地 方 債

商工振興費
令和 3 年度決算 令和 4 年度決算 令和 5

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標
実績
目標

5 5 5 5
実績 4 5

年度 令和 年度 令和 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 令和

創業者無担保資金利用者数
（当年度中） 人

目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
創業者無担保資金における保証料を５割負担します。

融資制度の周知をします。

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

新たに事業を開始する方

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 国・県等の融資制度の周知と活用促進に努め、経営の安定化の促進を図ります。

今年度

期間設定なし
主要施策 （３）商工業経営の安定化・活性化の促進 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ４．豊かで活力ある阿波 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （２）商工業の振興 １ 該当 平成 令和

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 令和5年6月6日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 川端　成人 シート作成者名 鈴田　真生

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 商工振興事務 事務事業名 各種融資制度の周知・活用の促進事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援
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委員会
指摘事項

当面の
課題

利用対象であるにも関わらず、まだ存在を知らずに資金繰りに困っている事業者
もいるため、広報やホームページ等で周知を行い、利用者数を増やしていくことが
求められます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

新型コロナウイルス感染症の流行や資材の物価高騰など、厳しい状況が続くな
中、市内の商工業振興を図れるよう今後も進めていきます。改革案

と実行
計画

周知の強化をしつつ、事業の継続をします。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

4 4 4 Ａ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 4 4 Ａ 4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 信用保証協会と連携し、効率的
に創業者への支援を行っていま
す。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 令和４年度は５事業者の創業者
無担保資金の利用があり、目標
を達成しています。２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 市内経済の発展と地域活性化に
は新規創業者の存在が不可欠
であり、創業者に対しての支援を
する本事業は有効性の高い取り
組みといえます。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

資金繰りに苦心する創業者に対し
て、無担保で借入する際の保証料を
補助をする本事業は、創業者にとっ
て資金の借入がしやすい環境を醸
成しているだけでなく市内経済の発
展にもつながり、今後も実施していく
必要があります。

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

3 4 5

款 7 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 3,488 3,663 3,868

人件費（Ｂ）
1,813

会計年度任用職員工数･経費

0.300 1,818
会計年度任用職員職種

正職員工数･経費 0.300 1,827 0.300

0

一 般 財 源 1,661 1,850

0

2,050
計（Ａ） 1,661 1,850 2,050

その他特定財源

県 支 出 金
地 方 債

商工振興費
令和 3 年度決算 令和 4 年度決算 令和 5

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標

500
実績 403 393

イベント参加者数 人
目標 3000 1000

25 25 10
実績 27 16

年度 令和 年度 令和 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 令和

利子補給件数 件
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
阿波市商工会加入中小企業者の経営支援

ドライブインシアター（納涼祭代替え事業）

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

阿波市商工会加入中小企業者、阿波市商工会青年部

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的
経営基盤の安定化と融資の利便性を図り、中小企業者の自己資金増大を図ります。
商工会青年部や各種団体、また事業者等が実施する事業活動を支援することにより、商工業者の販売促進や地域活性化を図ります。

今年度

期間設定なし
主要施策 （３）商工業経営の安定化・活性化の促進 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ４．豊かで活力ある阿波 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （２）商工業の振興 １ 該当 平成 令和

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 令和5年6月6日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 川端　成人 シート作成者名 笠井　まゆみ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 商工振興事務 事務事業名 商工業経営の安定化・活性化の促進事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援



阿波市全庁評価シート　令和４年度実施事業対象

委員会
指摘事項

当面の
課題

新型コロナウイルス感染症の影響により、本来の事業ができていない状況です。
情勢が落ち着いて来たときに支援ができる体制を整えておく必要があるため、継
続した制度の周知を行う必要があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

地域に密着したイベントは地域の活性化に効果があり、今後とも地域等に貢献で
きるイベントの支援を行います。改革案

と実行
計画

阿波市内の商工業者の体質改善を図り、近代化を促進する目的を持った活気あ
る商工業者の発展を図ります。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

4 4 4 Ａ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
3 4 2 4 Ａ 4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 商工会と連携し、事業者の経営
の発展に向けた支援を行う必要
がある。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。
新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、事業者が借り入れる資金の種類が変
わったことにより、利用者が減少してい
る。情勢が落ち着いてきたら、設備資金
を借り入れる事業者も増えることから、当
面の間は状況を見守る必要がある。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 新型コロナウイルス感染症の影
響を考慮した代替えイベントとし
て「ドライブインシアター」を開催
し、好評をいただいている。事業
内容の見直しの良い機会になっ
たと思う。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

中小企業者に対する金融支援
の一環として商工業者の振興を
図ります。

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

3 4 5

款 7 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 22,833 22,862 23,785

0.200 1,212
会計年度任用職員職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.200 1,218 0.200 1,208

会計年度任用職員工数･経費 0

一 般 財 源 20,716 20,814 21,818
計（Ａ） 21,615 21,654 22,573

その他特定財源

899 840 755 国庫支出金については、
DMOに関する国からの交付金
予算の内訳
・印刷製本費（パンフ）
・とくしま宝島協議会負担金
・空海の道ウォーク負担金
・県観光協会負担金
・徳島東部地域ＤＭＯ事業負担金
・観光協会補助金

県 支 出 金
地 方 債

観光費
令和 3 年度決算 令和 4 年度決算 令和 5

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標

75 85
実績 68 74.9

観光入込客数 万人
目標 100 75

20000 20000 20000 20000
実績 13000 15000

年度 令和 年度 令和 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 令和

観光パンフレット配布数 部
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
観光パンフレットの作成・配布を行います。

観光協会が中心となり、市民と協働しながら観光イベントや観光資源の開発及びPRを行います。

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

観光客、観光事業者、市民等

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 阿波市への集客を高め、経済効果や社会的効果を得ます。

今年度 各種イベントなどにおいて、観光パンフレットの配布などのPR活動を行い、阿波市への集客を高めます。

期間設定なし
主要施策 （５）観光ＰＲ活動の強化 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ４．豊かで活力ある阿波 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （３）観光の振興 １ 該当 令和 令和

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 令和5年6月7日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 川端　成人 シート作成者名 森　健祐

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 観光振興事務 事務事業名 観光PR活動強化事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援



阿波市全庁評価シート　令和４年度実施事業対象

委員会
指摘事項

当面の
課題

阿波市への集客力を高めるためには、観光資源のブラッシュアップや観光事業の
拡充と他市町や民間団体と連携した取り組みが課題となります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

とくしまDMO（イーストとくしま観光推進機構）との連携事業を積極的に進めます。
また、商工会や（一社）阿波市観光協会等の各種団体との連携、さらには隣接・
県内の市町村との連携を図りながら、事業を進めて行きます。改革案

と実行
計画

阿波市の多様な観光資源のブラッシュアップを図り、本市独自の観光PR活動に
加え、「とくしまＤＭＯ」と連携した取り組みを進めます。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

4 3 3 Ａ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 3 Ａ 4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 本市観光資源の情報発信を強
化するとともに、観光を取り巻く
環境の変化に効率よく対応して
います。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 新型コロナウイルス感染症の影
響があったため、予定していた
パンフレットの配布及びキャン
ペーン等の成果をあまり上げる
ことができませんでした。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 阿波市の観光資源および特産
品等をPRすることにより、知名度
や経済効果が高まります。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

阿波市の観光振興を図るため積
極的にPR活動を行い、知名度を
高めていく必要があります。

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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Ｎｏ． 25 － 6 7

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

3 4 5

款 7 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 観光振興事業 事務事業名 公園施設の維持管理事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 令和5年6月6日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 川端成人 シート作成者名 大塚久史

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ２．安全・安心・快適な阿波 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （７）公園・緑地の充実 １ 該当 令和 令和 期間設定なし

主要施策 （３）花とみどりのまちづくりの推進 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

観光客、市民等

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 既存施設の定期巡回を実施し、点検・補修を行って安全の確保と利用率の向上を図ります。

今年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
観光施設の整備

観光施設の清掃

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 令和

施設に係るクレーム件数／
年 件

目標
年度 令和 年度 令和 年度 最終目標

0 0 0 0
実績 0 0

各公園の点検回数／年 回
目標 50 50

目標

50 50
実績 50 50

国 庫 支 出 金

実績

5

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

観光費
令和 3 年度決算 令和 4 年度決算 令和

81

県 支 出 金 250 250 250
地 方 債

13,252
計（Ａ） 17,557 13,040 13,583

その他特定財源 108 81

0

一 般 財 源 17,199 12,709

0.300 1,818
会計年度任用職員職種

正職員工数･経費 0.300 1,827 0.300

0 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 19,384 14,853 15,401

人件費（Ｂ）
1,813

会計年度任用職員工数･経費
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Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

本市を訪れる方の交流施設であ
ること、市民の憩いの施設であ
ることから、快適な環境整備が
必要です。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 快適な環境整備により、施設利
用者が安心して利用できます。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 定期巡回等により、必要な修繕
等を実施できており、安心安全
な環境整備ができています。２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 コスト削減を目標に管理費を抑
制しています。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 4 4 Ａ 4 4 4 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

修繕等が増加傾向であるため、計画的な修繕および再整備等が必要です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

定期点検および修繕を行い、安心安全な施設の維持管理を行います。
改革案
と実行
計画

効果的な改修等を行うことで、施設の老朽化を抑制するとともに、安心安全な環
境を整え、持続可能な維持管理を行います。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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Ｎｏ． 25 － 7 7

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

3 4 5

款 7 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 15,467 22,092 27,162

人件費（Ｂ）
6,042

会計年度任用職員工数･経費

1.000 6,060
会計年度任用職員職種

正職員工数･経費 1.000 6,089 1.000

0

一 般 財 源 7,378 375

0

12,256
計（Ａ） 9,378 16,050 21,102

その他特定財源 2,000 15,675 1,794

県 支 出 金 7,052
地 方 債

商工振興費
令和 3 年度決算 令和 4 年度決算 令和 5

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標
実績
目標

1 1 1 3
実績 1 0

年度 令和 年度 令和 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 令和

企業立地件数 件
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
県等の関係機関と連携し、オーダーメイド型の企業誘致活動を展開します。

事業者に対し、用地の提案や周辺整備、税制優遇などの支援を行います。

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

企業立地を検討している事業者

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 オーダーメイド型の企業誘致の推進や、未利用の市有施設を活用した企業誘致の促進に取り組み、雇用の創出を図る。

今年度 －

期間設定なし
主要施策 （４）企業の誘致と事業拡大の支援 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ４．豊かで活力ある阿波 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （２）商工業の振興 １ 該当 令和 令和

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 令和5年6月6日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 川端　成人 シート作成者名 坂東　謙

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 企業誘致推進事業 事務事業名 企業誘致推進事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援
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委員会
指摘事項

当面の
課題

用地の確保が大きな課題となっています。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

企業誘致については用地の確保と近隣の市民の理解が不可欠であり、市内全域
での用地確保に努めます。改革案

と実行
計画

土地利用規制に関する法令やインフラの整備状況、周辺環境などを総合的に判
断し、企業立地に適する土地の確保に努めます。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

4 4 4 Ａ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 4 3 Ａ 4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 県等の関係機関との連携強化
や、事業者のニーズにあった支
援策の拡充など、効率性の更な
る向上を目指します。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 総合計画の実施計画をやや上
回る実績が表れています。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 雇用の創出を図るために、企業
誘致を行うことは、即効性があ
り、有効性の高い取り組みです。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

雇用の創出は市の活性化、人口
減少対策の最重要課題であるた
め、今後も継続して取り組む必
要があります。

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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Ｎｏ． 25 － 8 6

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

3 4 5

款 7 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 10,445 9,647 10,357

0.300 1,818
会計年度任用職員職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.300 1,827 0.300 1,813

会計年度任用職員工数･経費 0

一 般 財 源 6,518 5,734 6,439
計（Ａ） 8,618 7,834 8,539

その他特定財源

県 支 出 金 2,100 2,100 2,100
地 方 債

道の駅管理費
令和 3 年度決算 令和 4 年度決算 令和 5

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標

75 85
実績 68 74.9

観光入込客数 徳島県調査報告数値 万人
目標 100 75

15,000 12,000 15,000 15,000
実績 11,175 13,627

年度 令和 年度 令和 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 令和

道の駅「どなり」利用者数
土成地域資源活力工房事業報告
書（施設利用+手打ち体験） 人

目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
道路情報、観光情報など情報提供の充実

清掃及び周辺樹木剪定

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

道路利用者及び市民等

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 施設の利便性の向上及び道の駅としてのサービス充実に努めます。

今年度 施設の利便性の向上及び道の駅としてのサービス充実に努めます。

期間設定なし
主要施策 （２）観光・交流拠点の管理・活用 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ４．豊かで活力ある阿波 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （３）観光の振興 １ 該当 令和 令和

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 令和5年6月7日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 川端　成人 シート作成者名 森　健祐

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 道の駅管理事務 事務事業名 道の駅「どなり」管理事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援
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委員会
指摘事項

当面の
課題

利用率向上のため、老朽化した施設の修繕やＰＲ等に努める必要があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

継続的に効率的な管理運営に努めるとともに、情報提供を行い、観光客の増加
に努めます。改革案

と実行
計画

施設の快適化を図るとともに、各種メディアを活用したＰＲ等に努めます。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

4 3 3 Ａ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
3 4 3 3 Ａ 3

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 指定管理者と協議しながら、効
率的な運営に努めます。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 道の駅の機能は概ね達成してお
り、更に利用者のニーズに合っ
たものを設定し、利用者の増加
を図ります。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 情報提供や施設管理の充実は
利用率向上に有効です。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

交流施設としての利用促進を進
める必要があります。

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない
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Ｎｏ． 25 － 9 6

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

3 4 5

款 項 目

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 温泉センター事業 事務事業名 土柱休養村センター管理事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 令和5年6月7日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 川端　成人 シート作成者名 森　健祐

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ４．豊かで活力ある阿波 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （３）観光の振興 １ 該当 令和 令和 期間設定なし

主要施策 （２）観光・交流拠点の管理・活用 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

利用者及び観光客

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 施設の適正な管理を行うことにより、利用者の利便性及び利用率の向上を図ります。

今年度 施設の適正な管理を行うことにより、利用者の利便性及び利用率の向上を図ります。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
入浴施設の維持管理

入浴サービスの提供

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 令和

入浴者数
土柱休養村センター利用状況（事
業報告書数値） 人

目標
年度 令和 年度 令和 年度 最終目標
72,000 50,000 50,000 72,000

実績 46,621 47,389

観光入込客数 徳島県調査報告数値 万人
目標 100 75

目標

75 85
実績 68 74.9

国 庫 支 出 金

実績

5

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計
年度予算 備考

直接事業費

令和 3 年度決算 令和 4 年度決算 令和

1,449

県 支 出 金
地 方 債

2,278
計（Ａ） 3,502 3,751 3,727

その他特定財源 1,449 1,282

0

一 般 財 源 2,053 2,469

0.300 1,818
会計年度任用職員職種

正職員工数･経費 0.300 1,827 0.300

0 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 5,329 5,564 5,545

人件費（Ｂ）
1,813

会計年度任用職員工数･経費
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Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

市民の交流や健康増進施設とし
ての利用促進を図っています。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 憩い・癒しの場として、市内外か
ら多くの利用者が訪れていま
す。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 利用者のニーズに合ったものを
設定し、利用者の増加を図りま
す。２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 民間事業者を指定管理者に選
定し、運営を行っています。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 4 Ａ 4 4 3 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

利用率向上のため、施設のＰＲ等に努める必要があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

継続的に、指定管理者と連携し、来訪者へのサービスの提供や、施設の管理運
営等に努め、利用者の増加を図ります。改革案

と実行
計画

ホームページやパンフレット等を活用し、施設のＰＲを行います。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない


